

























































































（2015 年 1 月時点，カッコ内は基礎自治体数）
（2）	 調査は，各自治体の環境部局を対象として，以下のように実施した。
	 ・市川市環境部環境政策課（2015 年 5 月 19 日）
	 ・柏市環境部環境政策課（2015 年 6 月 10 日）
	 ・四街道市環境経済部環境政策課（2016 年 2 月 17 日）
	 ・浦安市都市環境部環境保全課（2016 年 2 月 18 日）
	 以上 4市については，ヒアリング調査を行った。





の 53 団体（85.5％）について環境基本条例が制度化されていることが把握された。11 団
体（17.7％）の環境基本条例において，環境アセスメントの規定を確認することができた。







































































































（7）	 方法書に相当する資料が作成されたのは 2001 年 6 月であるが，それに先立った協議は 2000 年 5 月より開始




































































































　2012 年 4 月に閣議決定された第 4次環境基本計画では，環境行政の目標として「持続
可能な社会」が掲げられている。そして持続可能な社会を目指すために，その基盤となる
国土や自然の維持，形成とともに，地域をはじめとする様々な場において多様な主体によ
る参画，協同を進めることが環境政策の展開の方向とされる。本項執筆時点（2018 年 1 月）
では，次の環境基本計画となる，第 5次基本計画の策定が進められており，中間とりまと
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